
平成25年8月末現在

※平成22年度について、岩手県、宮城県、福島県は東日本大震災の影響により調査対象外  （回答の
あった3市については計上）

原則として全員

希望者のみ

その他

合計

３　市区町村におけるその他の取組例

○ 公共施設の駐車場にマタニティマークを表示し、妊婦等が優先的に駐車できるスペースの設置

○ 広報誌、ケーブルテレビ等を用いた普及啓発

○ 学生を対象とした思春期講座等でマタニティマークの趣旨を説明

○ 独自にマタニティマークを作成し、妊婦にやさしい環境づくりを推進

４　都道府県における取組例　

○ 県の補助金による妊産婦等専用駐車場、授乳室の整備に際し、当該スペースにマタニティマークを表示

○ 連絡用封筒、配布資料、クリアファイル等にマタニティマークを印刷

○ 市町村、医療機関等が活用できるように、ポスターやマタニティマーク入りグッズを市町村等に無償配布

○ 電車、バスなどの公共交通機関においてポスターの掲示

1,638 8 12

1,575 2 6

37 6 0

その他（※詳細は下記３のとおり） 84 95

母子健康手帳
交付と同時配付

母親・両親学級
で配付

その他の方法 合計

26 0 6

２　マタニティマーク入り妊産婦個人用グッズの配付状況
平成24年度の市区町村の事業における、妊産婦個人用グッズの配付方法（市町村数）

92

140 190 233

（再掲）上記のうちいずれかの方法で、妊産婦個人用
　　　　グッズ等を配付している市区町村の実数

1,461 1,627 1,658

妊
産
婦
個
人
用

服や持ち物につけるマーク入りグッズ
（キーホルダー・ストラップ・バッジ等）

896 1,027 1,148

マーク入りシール・ステッカー・マグネット 1,167 1,371 1,452

その他の取組

259 281 284

（再掲）上記のうちいずれかの方法で、啓発のための取組を
実施している市区町村の実数

1,508 1,645 1,672

916

シール・ステッカー・マグネット 1,125 1,306 1,396

ホームページへの掲載 258 286 296

（回答数：1,742　H25年8月末現在）

１　マタニティマークに関する広報物やグッズの作成・購入状況

　　マタニティマークをとおした「妊産婦にやさしい環境づくり」に関する一般向けの広報や、妊産婦個人が
使用するマタニティマーク入りグッズの配布に関する事業を実施している市区町村数

マタニティマークに関する取組の状況調査の結果　

1,658

32

43

1,583

平成22年度 平成23年度 平成24年度

一
般
啓
発
用

ポスター 1,075 1,143 1,294

リーフレット 778 892

その他の取組
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％
1.4% 2.8% 0.2% 0.4%

95.2% 4.8%
100.0%

31.7% 3.9% 56.5% 3.0%

2

1,742
553 68 985

41 4 1 28 0
52 24 49 4 7

1,658 84

3 3 0
1 2 0 0 0

0 0 0 00
鹿児島県 43 2 2 36
宮崎県 26 3 1 22

0 0 0 0 0
2 4 1 00

大分県 18 9 1 8
熊本県 45 7 1 30

1 0 0 0 0
0 0 0 01

長崎県 21 3 0 17
佐賀県 20 7 1 11

3 1 2 0 0
2 9 1 01

福岡県 60 13 1 40
高知県 34 6 1 14

0 1 0 0 1
0 0 0 00

愛媛県 20 6 0 12
香川県 17 12 0 5

0 1 2 0 0
0 0 0 10

徳島県 24 5 1 15
山口県 19 7 1 10

1 0 1 0 0
0 0 0 02

広島県 23 9 1 11
岡山県 27 8 3 14

0 0 1 0 0
0 0 0 02

島根県 19 4 1 13
鳥取県 19 6 0 11

1 0 1 0 0
0 0 0 00

和歌山県 30 5 3 20
奈良県 39 8 4 27

0 1 0 0 0
0 0 0 02

兵庫県 41 20 1 19
大阪府 43 9 3 29

2 0 0 0 0
0 0 0 00

京都府 26 15 0 9
滋賀県 19 2 0 17

2 1 0 0 0
0 0 0 00

三重県 29 5 1 20
愛知県 54 30 4 20

1 0 0 0 0
1 2 0 02

静岡県 35 9 3 22
岐阜県 42 21 3 13

2 0 3 0 0
0 1 0 01

長野県 77 14 6 52
山梨県 27 10 0 15

0 0 2 1 0
0 1 0 00

福井県 17 4 1 9
石川県 19 2 0 16

0 0 0 0 0
0 0 0 00

富山県 15 1 1 13
新潟県 30 11 1 18

1 0 0 0 0
3 1 0 01

神奈川県 33 20 1 11
東京都 62 32 2 23

4 1 0 0 0
0 0 0 02

千葉県 54 24 3 22
埼玉県 63 48 1 12

2 1 0 0 0
0 0 0 02

群馬県 35 21 0 11
栃木県 26 9 1 14

0 0 0 0 0
3 5 0 11

茨城県 44 16 2 26
福島県 59 13 1 35

1 0 0 0 0
0 0 0 02

山形県 35 10 3 21
秋田県 25 5 0 18

7 0 1 0 0
0 1 1 00

宮城県 35 13 0 14
岩手県 33 10 0 21

3 0 2 0 1
1 7 0 11

青森県 40 10 1 23
北海道 179 45 6 118

3 団体等か
らゆずりうけ
たグッズを活

用

4 その他の
取組

5 必要だが
財政的に困

難

6 活用の場
が少なく要望

もない

7 グッズなし
でも妊産婦

にやさしい環
境である

8 その他の
理由

回答
市区町
村数

平成24年度（最も当てはまるものを1つ回答。重複回答なし。）

グッズの配布実績 グッズの配布がない理由

1 作成・購入
して配付

2 以前に作
成・購入した
在庫を配付

５　マタニティマーク入り妊産婦個人用グッズの配付に関する取組状況（都道府県別の市区町村数）

　　平成24年度において、回答のあった市区町村のうち、「1 作成・購入して配付」は31.7％、「２ 以前に作成・購
　入した在庫を配付中」は3.9％、「３ 団体等からゆずりうけたグッズを活用」は56.5％、「４ その他の取組」を実施
　している市区町村は3.0％であり、合計すると、妊産婦個人用グッズを何らかの方法で配付している市区町村
　は95.2%(1,658か所)になる。

合計

沖縄県

都道府県
名
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